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要旨：耐爆構造部材の簡便な構築に資するため，普通コンクリートに少量のナイロン繊維をあと添加して製

造したナイロン繊維混入コンクリートの接触爆発に対する耐爆性能について実験的検討を行った。その結果，

(1) ナイロン繊維を体積率で 0.30%混入することにより，スポール（裏面剥離）を抑止する上で必要な版厚を

約 29%低減できること，(2) 換算コンクリート厚さがスポール限界を下回り，スポールが生じた場合であって

も，ナイロン繊維混入がスポール破壊片飛翔速度の低減を図る上で有効であることが明らかとなった。
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1. はじめに

接触爆発を受ける鉄筋コンクリート（RC）版の損傷と

しては，裏面側コンクリートが破片化して飛散し，裏面

剥離（スポール）が生じる点に特徴がある。建物内部の

人命を防護するためにはこのスポールを抑止することが

許容限界であり，著者らはこれまでに，繊維補強セメン

ト複合材料（FRCC）の適用がスポール抑止の面で有効

であることを明らかにしてきた例えば 1),2)。

ところで，FRCC の高靱性，ひいては良好な耐爆性能

（スポール抑止性能）を得るためには，FRCC の繊維体

積率はある程度高くする必要がある。それを可能にする

ため，FRCC のマトリックスとしては，単位粗骨材量が

通常よりも少ないコンクリート調合 1)もしくはモルタル

調合 2)が適用される場合が多い。しかし，これら FRCC

では低ヤング係数に起因する部材剛性低下等の問題が懸

念される。さらには，これら FRCC は調合が特殊である

が故に実施工で採用され難い点に難点がある。この面で，

アジテータトラックで現場に運搬された通常のコンクリ

ートに，短繊維を現場であと添加することである程度の

耐爆性能を確保できれば，利便性の観点から有用と成り

得るものと思われる。

 そこで本研究では，イスラエルで開発され，繊維分散

性を向上させた補強用繊維であるナイロン繊維 3),4)に着

目し，普通コンクリートにそれをあと添加して製造した

ナイロン繊維混入コンクリート（NFC）の接触爆発に対

する耐爆性能について実験的検討を行った。

2. 実験方法

2.1 使用材料・調合および製造方法

表－1 に使用材料を示す。補強用繊維として用いたナ

イロン繊維は，アスペクト比が 800～1000 と大きく，尚

且つ繊維分散性を向上させるための特殊な表面処理が施

されたものである。ベースコンクリートは，表－2 に示

す通り，設計基準強度 30MPa，目標スランプ 18cm の条

件で調合設計した。繊維体積率 Vfは，0, 0.026, 0.15, 0.30

および 0.60%の 5 水準で変化させたが，Vfが 0.15%以上

の調合では，繊維混入によるスランプ低下を補償するた

め流動化剤を対セメント質量比で 1.5%（同製品の標準添

加量の最大値）添加した。また，Vf=0.60%においてはス

ランプが著しく低下し，密実な試験体の作製が困難と判

断されたため，スランプ試験のみの実施とした。なお，

Vf=0.026%は，収縮ひび割れ低減を目的に選定された，

本繊維の標準添加量である。

混練には容量 55L の強制 2 軸攪拌型ミキサを用いた。

Vf=0.026%では，練り上がったベースコンクリートに繊

維を加えて 3 分間練り混ぜた。Vfが 0.15%以上の調合で

は，流動化剤を添加して 90 秒間攪拌した後，繊維を加え

て上記と同様に混練した。
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表－1 使用材料 
セメント 普通ポルトランドセメント 
細骨材 山砂＋砕砂 混合品 

表乾密度：2.70g/cm3，吸水率：2.32%， 
最大寸法：2.5mm，粗粒率：2.57 

粗骨材 砕石 2005 
表乾密度：3.05g/cm3，吸水率：0.41%， 
最大寸法：20mm，実積率：57.1% 

化学混和剤 高性能 AE 減水剤 
ポリカルボン酸系エーテル化合物 

流動化剤（増粘剤一液タイプ） 
ポリカルボン酸系化合物と界面活性剤系特殊増粘剤
の複合体 

補強用繊維 ナイロン繊維 
材質：ナイロン 66，密度：1.16g/cm3， 
直径×長さ：12～15m×12mm， 
引張強度：550MPa，引張弾性率：4200MPa 

表－2 ベースコンクリートの調合 
W/C 
[%] 

s/a 
[%] 

単位量 [kg/m3] Sp/C 
[%] 

Slump 
[cm] C W S G 

54 45.0 338 183 809 1115 0.6 19.0 
注）W/C：水セメント比，s/a：細骨材率，C：セメント，W：水，S：細

骨材，G：粗骨材，Sp：高性能 AE 減水剤 
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2.2 スランプ値 

 図－1 にスランプ値と繊維体積率との関係を示す。図

中には既報 3)の目標スランプ 18cm のベースコンクリー

ト（流動化剤無添加）を用いた試験結果を併記している。

流動化剤を添加することにより，Vf=0.15%程度までであ

ればベースコンクリートと同等のスランプ値が得られて

いることが判る。また，Vf=0.15%一定で比較した場合，

流動化剤添加によりスランプ値に約 10cm の増加が認め

られる。Vfが 0.15%を超えるとスランプ値に低下が認め

られたが，Vf=0.30%程度までであれば，マッシブな部材

や 2 次製品への適用を想定する上では十分なワーカビリ

ティが得られることが確認された。 

2.3 静的力学特性 

 表－3 に静的力学特性の測定値を示す。ここで，本研

究のように少量の繊維を含有する FRCC の靱性評価方法

として，ASTM C1018 に示される残存強度係数が有効で

あることが示されている 4)。表－3 を見ると，Vf=0.30%

に至るまで繊維体積率の増加に伴い残存強度係数が増大

していることが確認される。それ以外の力学特性に着目

すると，Vf=0.15%において圧縮および曲げ強度に低下が

認められ，その理由は現段階で判然としないが，それを

除けば繊維混入による圧縮特性および曲げ強度の変化は

それほど顕著でないことが判る。 

2.4 接触爆発試験方法 

 (1) 試験体 

 試験体は図－2 に示す通り，500mm 四方，厚さが 80mm

の正方形版とした。配筋が局部破壊に及ぼす影響は小さ

いことが知られているが 5)，割れ防止程度の目的で

120mm ピッチの格子状鉄筋を版厚中央に配した。打込み

にあたっては，爆発面が打設面となるようにフレッシュ

状態にある NFC を打ち込んだが，棒形振動機は用いずに

金ごてで抑え込みながら型枠を加振することで締め固め

た。また，鉄筋は NFC を版厚中央まで打ち込んでから吊

り下げ，その後残りの NFC を打ち込んだ。従って，本実

験では NFC は打設面（爆発面）に平行な面内で 2 次元ラ

ンダム配向に近い状態になっていたと考えられる。 

 表－4 に試験体一覧を示す。Vf=0.026, 0.15 および

0.30%のそれぞれについて，爆薬量を 40, 60 および 80g

の 3 水準で変化させた。繊維無混入の試験体については，

既往の普通コンクリート版を対象とした損傷評価式 5)の

精度を検証する程度の目的で，爆薬量は 60g のみとした。 

 ここで，接触爆発を受ける普通コンクリート版のスポ

ール限界および貫通限界は下式 5)により求められる。 

   
1/3

TNT
1/3 1/3

m

3.6T T K
= =

2.0W W K

   
  

；スポール限界

；貫通限界
 (1) 

ここに，T：版厚 [cm]，Wm：爆薬のトリニトロトルエン

（TNT）等価質量 [g]，W：爆薬量 [g]，KTNT：TNT の熱

エネルギー [=4.29MJ/kg]，K：使用した爆薬の熱エネル

ギー [=3.23MJ/kg] である。表－4 には各試験体の換算コ

ンクリート厚さ T/Wm
1/3 を併記しているが，普通コンク

図－1 スランプ値と繊維体積率との関係 
注）プロットエリア中の数値は流動化剤添加率（対セメント質量比）[%]

表－3 静的力学特性の測定値 
Vf 

[%] 


[kN/m3] 
B 

[MPa] 
E 

[GPa] 
co 
[] 

f 
[MPa] 

R45,60 
[%] 

0 
【】 


【】 

30.8 
【1.00】 


【】 


【】 

0 
【－】 

0.026 
【】 


【】 

30.3 
【0.983】 


【】 


【】 

2.88 
【－】 

0.15 
【】 


【】 

28.9 
【0.939】 


【】 


【】 

7.02 
【－】 

0.30 
【】 


【】 

30.4 
【0.988】 


【】 


【】 

7.21 
【－】 

注）：気乾単位体積重量，B：圧縮強度，E：ヤング係数，co：圧縮強
度時のひずみ，f：曲げ強度，R45,60：残存強度係数（n1=45，n2=60），
【 】内は Vf=0%に対する比を表す。圧縮試験はφ100×200mm 円柱
供試体により，曲げ試験は 100×100×400mm 角柱供試体の中央 3
点曲げ載荷（スパン長 300mm）によりそれぞれ実施した。 

NFC 

異形鉄筋 
SD295A D10@120 

[単位：mm] 

500 80 

50
0 

図－2 試験体の形状・寸法および配筋 

表－4 試験体一覧 

No. ID 
Vf 

[%] 
T 

[mm] 
W 
[g] 

T/Wm
1/3 

[cm/g1/3] 
1 0-60  80   
2 0.026-40  80   
3 0.026-60  80   
4 0.026-80  80   
5 0.15-40  80   
6 0.15-60  80   
7 0.15-80  80   
8 0.30-40  80   
9 0.30-60  80   
10 0.30-80  80   

注）T：版厚，W：爆薬量，T/Wm
1/3：換算コンクリート厚さ 

(a) 試験体および爆薬の設置方法 

合板 

 

410mm 
角材 

試験体 

爆薬 

高速度カメラに
よる撮影箇所 

(b) 爆薬の設置状況 

6 号 
電気雷管 

油粘土 

含水爆薬 

図－3 接触爆発試験方法 
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リート版であれば，爆薬量 40 および 60g で破壊モードは

‘スポール’，爆薬量 80g で‘貫通限界’と予想される。 

 (2) 試験方法 

 図－3 に示すように試験体を 2 本の木製架台上に設置

し，その上面中央で 6 号電気雷管を用いて含水爆薬（密

度：1.15～1.23g/cm3，爆速：5800～6000m/s，熱エネルギ

ー：3.23MJ/kg）を起爆させた。装薬の形状は直径と高さ

が等しい円柱形とし，試験中は起爆後のスポール破壊片

の飛翔状況を高速度カメラにより側面から撮影した。 

 (3) 局部破壊深さの測定方法 

 接触爆発試験終了後，試験体に生じた局部破壊の深さ

を測定した。なお，図－4 に示す通り，クレータおよび

スポールの深さは，それぞれ爆発面および裏面からクレ

ータおよびスポールの最深部までの距離とした。 

 

3. 実験結果および考察 

3.1 破壊性状 

 表－5 にプレーンコンクリート版の破壊性状を示す。

なお，表－5 および後掲の表－6 において，試験体の支

持位置は左右両端であり，視認できた爆発面および裏面

のひび割れは強調している。爆薬直下に椀形のクレータ

が生じるとともに，裏面中央にはそれよりも大規模なス

ポールが生じたが，貫通孔の発生は認められなかった。

すなわち，この試験体の破壊モードは‘スポール’であ

り，式(1)による計算結果と一致していることが判る。 

 表－6 に NFC 版の破壊性状を示す。爆薬量 40g は，上

述の通り普通コンクリート版であれば破壊モードが‘ス

ポール’となる条件である。しかし，Vf=0.30%の試験体

表－5 プレーンコンクリート版の破壊性状 
 爆薬量 60g 

左：爆発面 
右：裏 面 

  

切断面  

図－4 破壊モードおよび局部破壊深さの定義 

Cd 
クレータ 

(a) 破壊モード：クレータ 

Cd 

Sd 
スポール 

(b) 破壊モード：スポール 
注）Cd：クレータ深さ，Sd：スポール深さ 

表－6 NFC 版の破壊性状 
a) Vf=0.026% 

 爆薬量 40g 爆薬量 60g 爆薬量 80g 
左：爆発面 
右：裏 面 

      

切断面    

 
b) Vf=0.15% 

 爆薬量 40g 爆薬量 60g 爆薬量 80g 
左：爆発面 
右：裏 面 

      

切断面    

 
c) Vf=0.30% 

 爆薬量 40g 爆薬量 60g 爆薬量 80g 
左：爆発面 
右：裏 面 

      

切断面    

 

 

- 753 -



では，裏面中央付近で剥離に伴う浮きが生じたものの，

スポール破壊片の飛散は完全に抑止された状態にあった。

すなわち，0.30%程度の繊維体積率であっても，耐爆性

能の向上が明確に認められた。なお，同試験体の切断面

には，スポール破壊面を形成するはずであった斜めひび

割れが発達している様相が確認されるが，ナイロン繊維

の架橋作用により，それより下部の飛散が十分に抑止さ

れていることが判る。 

 爆薬量 40g，Vf=0.026%の試験体では，スポールは生じ

たもののごく小さなスポール破壊片が少量脱落した程度

であった。また，Vf=0.15%では， Vf=0.026%よりもスポ

ールの規模が増大しているが，その理由として，

Vf=0.15%の試験体では層状に剥離した比較的大きなス

ポール破壊片が生じていたことから，破壊片自体が強化

されて質量が大きくなった結果，その飛散を抑止するた

めの繊維架橋力が不足した可能性が考えられる。 

 爆薬量 60g では，繊維体積率に関わらず全試験体で破

壊モードは‘スポール’となった。また，爆薬量 80g は，

上述の通り普通コンクリート版であれば‘貫通限界’と

なる条件であるが，NFC 版全てにおいて貫通孔の発生は

認められなかった。 

3.2 局部破壊深さ 

 (1) プレーンコンクリート版 

 接触爆発を受ける普通コンクリート版の損傷評価式

（修正 McVay 式）5)によれば，普通コンクリート版の損

傷深さは，式(1)に示した換算コンクリート厚さ T/Wm
1/3

を用いて，以下のように求められる。 

  クレータ深さ 

   1/3
d mC / T = 0.046 T/ W + 0.42                 (2) 

  全損傷深さ（クレータ深さとスポール深さの和） 

   d d d(C + S ) / T = C / T  ( 1/3
m3.6 < T/ W )         (3) 

   1/3
d d m(C + S ) / T = 0.49 T/ W + 2.0   

           ( 1/3
m2.0 T/ W 3.6  )        (4) 

   d d(C + S ) / T = 1.0  ( 1/3
mT/ W < 2.0 )          (5) 

なお，スポール深さは式(3)～(5)による計算値から式(2)

による計算値を減じることにより求められる。 

 爆薬量 60g のプレーンコンクリート版に関する局部破

壊深さの実測値と式(2)～(5)による計算値との関係を図

－5 に示す。スポール深さの計算値が実測値よりやや大

きいものの，実測値と計算値とは概ね良く一致している

ことから，式(2)～(5)により妥当な精度でプレーンコンク

リート版の局部破壊深さを評価できると考えられる。 

 (2) NFC 版 

 図－6 にクレータ深さを換算コンクリート厚さで整理

した結果を示す。若干のばらつきはあるものの，NFC 版

のクレータ深さは式(2)による計算結果と平均的に良く

一致する傾向にある。すなわち，ナイロン繊維を

Vf=0.30%まで混入しても，クレータ深さはほとんど変化

しないことが判る。 

 図－7 に全損傷深さを換算コンクリート厚さで整理し

た結果を示す。本実験の範囲内で，スポール限界に近い

と考えられる実験データが得られたのは Vf=0.30%の試

験体であり，そのときの換算コンクリート厚さ T/Wm
1/3

は 2.57cm/g1/3である。式(1)に示した通り，普通コンクリ

ート版のスポール限界は T/Wm
1/3=3.6cm/g1/3 であること

から，Vf=0.30%の NFC を適用することでスポールを抑

止するために必要な版厚を約 29%低減できることが判る。

また，本実験の範囲内で，NFC 版（Vf=0.30%）に関する

回帰式として，下式が得られる（決定係数は 0.932）。 

   1/3
d d m(C + S ) / T = 1.05 T/ W + 3.06             (6) 

なお，式(6)は式(4)に比してやや急勾配になっており，こ

れは，NFC ではスポール破壊片が繊維により補強される

ことでやや大きな破片となり，それが飛散に至ることで
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急速にスポール深さが増大するためであると推察される。 

 ところで長谷川ら 6)は，ポリプロピレン繊維（密度： 

0.91g/cm3，寸法：φ0.7×30mm，引張強度：500MPa，引

張弾性率：10GPa）を Vf=2.0%で混入したコンクリート

のスポール限界が T/Wm
1/3=2.7cm/g1/3 であることを報告

しており，この値は本研究で対象とした NFC（Vf=0.3%）

のそれと比較して若干大きい。このことは，補強用繊維

のアスペクト比（ポリプロピレン繊維で 43.0，ナイロン

繊維で 800～1000）の違いが耐爆性能に大きく影響する

可能性 2)を示唆している。 

3.3 スポール破壊片の飛翔状況 

 図－8 に，例として爆薬量 60g の場合のスポール破壊

片の飛翔状況を示す。なお，撮影は 50s おきに行ったが，

紙数の都合上一部を抜粋して示している。いずれの試験

体においても，スポール破壊部はかさぶた状に剥離して

いる訳ではなく，破砕されたコンクリート片が爆薬直下

近傍を頂点として飛翔する挙動を示していることが判る。 

 爆薬直下におけるスポール破壊片の飛翔距離と時間と

の関係を調べたところ，図－9 に示すように，いずれの

試験体においても破壊片は飛翔距離 100mm 前後に至る

まで等速直線的に飛翔していることが判った。そこで，

これらのデータを線形回帰し，回帰式の傾きをもって飛

翔速度とした。 

 図－10 に，爆薬量 60g の場合のスポール破壊片飛翔速

度と繊維体積率との関係を示す。Vf=0.30%において，繊

維無混入と比較して 50%程度にまで飛翔速度が低減され
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ていることが判る。また，Vf=0.026%とごく少量の繊維

を混入した場合であっても，30%程度の飛翔速度低減が

認められる。このことから，換算コンクリート厚さがス

ポール限界を下回り，スポールが生じた場合であっても，

ナイロン繊維混入はスポール破壊片飛翔速度の低減を図

る上で有効であると考えられる。 

 ここで，図－11 に Vf=0.30%，爆薬量 60g におけるス

ポール破壊面の様相を示す。破壊面からの突出繊維長さ

の平均値 3mm（繊維長の 1/4）が繊維破断・非破断を判

断する上での目安となるが 7)，図中の突出繊維長さは

3mm を超えていないように見受けられることから，繊維

破断によりスポール発生に至ったことが予想される。す

なわち，スポール破壊面を架橋したナイロン繊維が破断

に至るまで十分に伸長することでスポール破壊片の運動

エネルギーを吸収した結果，スポール破壊片の飛翔速度

が低減されたものと推察される。 

 

4. まとめ 

 本研究では，耐爆構造部材の簡便な構築に資するため，

普通コンクリートに少量のナイロン繊維をあと添加して

製造した NFC の接触爆発に対する耐爆性能について実

験的検討を行った。本研究の範囲内で得られた知見を要

約すると，以下のようになる。 

(1) ナイロン繊維を体積率で 0.30%混入することにより，

スポールを抑止する上で必要な版厚を約 29%低減で

きることが示された。 

(2) 換算コンクリート厚さがスポール限界を下回り，ス

ポールが生じた場合であっても，ナイロン繊維混入

がスポール破壊片飛翔速度の低減を図る上で有効

であると考えられた。 

但し，現段階で実験データ数が限定的であるため，今後

更なる検討が必要である。 
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